
はじめに

　 年 月に教育基本法が改正され、第 条教育の
目標の中に、「公共の精神に基づき、主体的に社会の
形成に参画し、その発展に寄与する態度を養う」とい
う文言が新たに付け加えられた。それを受けて、
年 月には学校教育法が改正され、第 条義務教育の
目標に同様の文言が付け加えられた。しかしながら、
青少年に対する各種の調査結果等をみる限り、最近の
青少年は社会や他者に対する無関心の傾向が強く、さ

らに意欲の減退をはじめとする「ポスト青年期」問題
が社会問題化してきている。こうした青少年をめぐる
問題は、わが国だけの問題ではなく、世界の先進国に
共通するものであり、それへの対応策として、近年、
「シティズンシップ・エデュケーション（市民性教
育）」論が注目を集めている。そして、シティズンシッ
プ・エデュケーション論の視点から学校教育を捉え直
そうとする動きもみられる⑴。未来の日本を担う青少
年に、「主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄
与する態度を養う」ために、われわれ大人は何をすべ
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きなのかが、問われている。今こそ、大人と青少年と
が共に学び合いながら、現代社会が直面している様々
な課題を解決していくといった学びのあり方が求めら
れているのである。
　そこで、本稿では、シティズンシップ・エデュケー
ションにおける「協働教育」の意義と可能性について
考察していきたい。その際に、以下においては、次の
三つの視点について順次検討していくとともに、それ
と関連させながら、宮城県内における協働教育の実践
例を検討したい。視点の第一は、生涯学習をめぐる近
年の新しい動向と、その中で重視されている資質・能
力についての検討である。第二は、最近変化してきて
いるといわれている青少年の社会に対する意識の特徴
についての整理である。そして第三は、協働教育の特
色、およびそれと生涯学習をめぐる新しい動向との関
連についての検討である。

．生涯学習における社会創造性

⑴　「社会を創るための学び」の提起
　生涯学習をめぐる近年の新しい動向の特色のひとつ
として、「社会を創るための学び」という視点が、多
くの研究者によって提起されてきている。たとえば、
佐藤一子（ ）は、そうした動向を「『社会におけ
る学び』から『社会を創る学び』への転換」という言
葉で表現している。「社会を創る学び」とは、「『より
良い社会』の創出に向けての学習の営み」を意味して
おり、「仲間と共に継続的に学び、意識的に社会に働
きかけていく関係を創出し、共有できる価値観にもと
づいて生活のありようを変えていく」学びであると述
べている。そして、そうした学びの教育的意義として、
「学習と行動の相互関連性が深く、課題解決的な認識
や力量を形成する側面が大きい」ことを上げている。
　また、鈴木敏正（ ）は、「市民が自分たちの地
域の現状を見つめ、将来像を構想していくための学
び」を「地域をつくる学び」という言葉で表現してい
る。こうした学びは、「自己教育活動をとおした『主

体形成』の過程」に位置づくものであるとして、次の
ような つの段階を指摘している。すなわち、（イ）
まわりの世界を批判的に捉え直して問題や課題を意識
する段階、（ロ）自分についての理解を深め、みずか
らの力を見直し信頼する段階、（ハ）自分たちに必要
なものを現実的に、協同して創造する段階、（ニ）何
のために何をどのように学習するかをみずからのもの
としていく段階、という つの段階をたどる過程の中
で、「地域をつくる学び」の中心をなすものは、上記
のうちの（ハ）の段階であるという。そして、こうし
た学びのめざすところは、「市民一人ひとりの自治能
力を高め、政策提案能力と実行力を養う」ことである
と述べている。
　さらに、門脇（ ）は、ライネル・プランという
新しい用語を造語しながら、次のように述べている。

　ライネル・プラン（ ）とは、英語の

を短縮形にしたもので（中略）学習とは本来

もっと主体的なものであるべきだという考え方から出たもの

で、自分がよりよく生きていくために必要だから（ ）

学ぶ、自分の今の生活をもっといいものに改善していく必要

があるから（ ）学ぶのだ、というのでなければいけ

ない、というメッセージを込めた学習の仕方の新しい提案で

ある。要するに、学習というものは、個人で行うのであれ、

何人かでまとまってやるのであれ、暇つぶしにやるとか自己

満足でやるというのではなく、個人の切実な欲求や、日常生

活で抱えているさまざまな問題や、地域で実現すべき課題に

はっきりと “答えを出す” ことを目指してやるべきだという

ことである。

　そして、社会性という用語と対比させながら、「よ
かれと思う社会を構想し、それを作り、運営し、その
社会をさらにいいものに変えていく力」を「社会力」
と名づけ、その育成の重要性を力説している。
　上記の「社会力」育成との共通性に着目する長沼
（ ）は、 を「市民教育」
と訳し、その市民教育は、「市民型社会の担い手を育
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⑴　たとえば、社会科教育の分野においては、次のような研究動向がみられる。日本社会科教育学会の学会誌では、「 世紀に向けて
どのような公民的資質を育てるか」（『社会科教育研究別冊』 年度研究年報）、「社会科教育と新しい時代の “公共性”」（『社会科
教育研究』第 号）、「 世紀市民社会と社会科教育」（『社会科教育研究』第 号）といった特集号を刊行しており、全国社会科教
育学会の学会誌でも、「社会科教育とシティズンシップ・エデュケーション」（『社会科研究』第 号）という特集号を刊行している。
また、『社会科教育』（明治図書）においても、近年、「『公民的資質』を育てる “ゆさぶり教材” 」（ 年 月号）や「シチズン
シップ教育－新しい授業の提案－」（ 年 月号）といった特集号がみられる。



成する教育」すなわち「民主主義を基盤とした市民型
社会の一員としての素養を体得する」ための教育であ
ると述べている。そして、そうした教育が持っている
特色として、「他者との関係性を基盤とし、社会的課
題を発見し、その解決策を模索し、実行し、検証し、
より良い社会を築いていくための助けとなるようなも
のである。ただ単に集団や社会にとけ込むというよう
な適応性だけをいうのではなく、他者とかかわりつ
つ、所属集団や社会をより良い方向に変革していく指
向性をも含んでいる」点を上げている。
　以上の 名の論者がそれぞれに主張する「社会を創
る学び」「地域をつくる学び」「ライネル・プラン」「市
民教育」に共通している観点は、ひとつには、学習に
おける「自己形成」と「社会創造」との融合というこ
とである。もうひとつは、「自己形成」および「社会
創造」の際に、他者とのかかわりを重視していること
である。このように、生涯学習をめぐる近年の新しい
動向の特色は、ひと口で言えば、「学びにおける公共
性の重視」と言ってもよいであろう。すなわち、われ
われの「学ぶ」という活動を、自己実現や自己成長と
いう個人的な側面のみに閉じこめることなく、他者と
の関わりの中で、より良いものを共に創造していくと
いう社会的な側面と密接に関わらせることの重要性を
改めて確認する観点である⑵。換言すれば、他者と自
律的に関わりながら、自己をよりよく成長させること
と、他者と自律的に関わりながら、より良い社会を共
に創造していくこと、という学習の両義性を密接に関
わらせながら両立させようとする試みと言える。

⑵　「共創」のためのコミュニケーション
　前述したように、生涯学習をめぐる近年の新しい動
向として、「社会を創るための学び」という視点が重
視されてきていることについてみてきた。では、こう
した「社会を創るための学び」を実現していく際に、
学習者に求められる資質・能力とはどのようなもので
あろうか。

　戸田（ ）は、近年のシティズンシップ概念の検
討を通して、その概念を三つに大別しているが、その
中のひとつに、「『参画』型社会の担い手としての『シ
ティズンシップ』」を上げている。このシティズンシッ
プ概念は、まさに市民が社会に参画しながらより良い
社会を創る際に求められる資質・能力という意味で、
上記の「社会を創るための学び」を実現していく際に、
学習者に求められる資質・能力に対応している。こう
した、「参画」型社会の担い手として求められるシティ
ズンシップのことを藤原（ ）は「アクティブ・シ
ティズンシップ（実践的な市民的資質）」と呼んでい
る⑶。
　以下においては、こうしたアクティブ・シティズン
シップ概念の代表例として戸田が取り上げている、鈴
木（ ）の「シチズン・リテラシー」という用語に
焦点を当ててみたい。シチズン・リテラシーという用
語は、鈴木の新たな造語であるが、「市民が市民であ
るために必要とされる素養やスキル」と定義されてい
る。そして、こうしたシチズン・リテラシーについて、
成田（ ）は、「多様で異なる立場や考え方に立つ
市民が、ともによりよい平和的、民主的な社会をつく
るために必要となる、市民としての知識・情報、スキ
ル・素養、自覚と変革への意欲の総体のことである」
と言い換えてより詳しく説明している。このように、
シチズン・リテラシーは多様な資質・能力を含んだ総
体的なものであるが、民主主義社会との関連で、「自
ら考えること」の重要性について、次のような指摘が
なされている（島、 ）。

　民主主義とは、市民が自分たちの問題を自分たちで考え、

社会における意思決定に影響を及ぼすことのできる制度で

す。そのため、市民が「考える」ということをしなければ、

民主主義社会は成り立ちません。（中略）市民にとって、自

ら考え、判断するということは最も基本的な習慣でなくては

なりませんし、そのためには考えるためのスキルを身につけ

ることが求められます。
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⑵　こうした観点については、 年代の生涯学習審議会答申においても、繰り返し指摘されている。たとえば、 年 月の答申「社
会の変化に対応した今後の社会教育行政の在り方について」における「今後の社会教育行政は、住民の個々の学習活動の支援とい
う観点のほか、地域づくりのための住民の社会参加活動の促進という観点から推進する必要がある」といった指摘などがその例で
ある。

⑶　アクティブ・シティズンシップ概念のように、市民的資質を構成する要素の中でも特に実践的な側面に着目し、社会の創造という
視点を視野に入れている用語としては、上述した門脇の「社会力」の他に、池野（ ）の「社会形成力」や鈴木（ ）の「シ
チズン・リテラシー」などが、近年提起されている。



　上述した考えるためのスキルの例について記述され
ている部分について、筆者なりに整理し直してみたも
のが以下である。

　Ａ　自分の意見をもつこと
　　Ａ－ 　自分なりの関心や疑問についての情報を

集める力
　　Ａ－ 　集めた情報を整理する力
　　Ａ－ 　社会調査の信頼性を見抜く力
　　Ａ－ 　法律を読み、理解する力
　　Ａ－ 　論理的に考える力

　Ｂ　相互の意見を交流し合うこと
　　Ｂ－ 　自分の考えを他者に伝える力
　　Ｂ－ 　他者の意見を理解する力

　上記の整理を通して注目すべきことは、社会を創る
ために考えるという場合に、「自分の意見をもつこと」
と並んで、「相互の意見を交流し合うこと」が車の両
輪のように重視されていることである。すなわち、新
たな社会を創造していくためには、こうした「考え合
うこと」が重要であるということについて、島（ ）
は次のように指摘している。

　既に述べたように、考えるということはとても重要なこと

です。しかし、何かを考えているだけでは何も変わりません

し、発展もありません。それと同じくらい重要なことは、他

者とのコミュニケーション、すなわち自分の考えをまとめて

表現し他者に伝えていくこと（書くこと、話すこと）と、ま

た他者の意見を理解すること（読むこと、聞くこと）です。

（中略）コミュニケーションの素養が培われてこそ、市民の

あいだで社会問題を明確化することや優れた政策案を熟成さ

せることが可能となるといってもよいでしょう。

　上記のような指摘と同様に、「社会を創るための学
び」において、コミュニケーションの素養が重要な役
割を果たすことについては、近年多くの論者が指摘し
ている。たとえば、いちはやくコミュニケーションに
関する能力を公民的資質の中核に位置づけた論者とし
て、工藤（ ）がいる。工藤は、「公民を単に国民
と市民の複合概念として、いわば静的に捉えるのでは
なく、公共性の担い手、公共圏の真の担い手」として

構想し、公民的資質を「公共性の本性である公開性を
尊重し、言語を用いた理性的な討議とコミュニケー
ションによって相互了解をもたらすことのできる資
質」ととらえ直している。そして、そうした意味での
公民的資質は、「公共性に関する知識と教養、討議に
ついての技能、私的利害から離れた公平で一般的な地
点から討議を行うことのできる態度等によって構成さ
れる」と指摘している。また、安野（ ）は、「学
力を社会との関係でとらえ直したときに、『確かな学
力』と二人三脚の関係で育てていくべき資質・能力
が、人間関係形成能力である」と述べている。そして、
この人間関係形成能力について、「他者の個性を尊重
し、自己の個性を発揮しながら、様々な人々とコミュ
ニケーションを図り、協力・共同してものごとに取り
組む際に発揮される能力」であり、「自他の理解能力
とコミュニケーション能力」を両輪としていると述べ
ている。さらに、苅谷・西（ ）は、「不特定多数
の人びとと関係を取り結んでいくためには、『ルール
をつくりあげたり改変したりできること』が必須であ
り、そのためには『言葉でもって相手に必要なことを
伝える能力』が欠かせない」と述べ、こうした「ルー
ル創出・改変の能力」を教育という営みを通して育成
していくことの重要性を指摘している。
　以上のように、多くの論者によって共通に指摘され
ていることは、異質な人々と意見を交流し合いなが
ら、共に何かを創造していくためには、「コミュニケー
ションに関する素養」が重要な役割を果たすというこ
とである。

．青少年における「安楽志向」の拡がり

　では、未来のより良い社会の形成者となるべき現在
の青少年には、こうした「コミュニケーションに関す
る素養」が身についているのであろうか。以下におい
ては、こうした状況について検討するために、青少年
の社会に対する意識に関する各種の調査結果をみてみ
たい。
　結論から先に言えば、残念ながら、多くの調査結果
が共通に指摘していることは、最近の青少年には、コ
ミュニケーションに関する素養が欠如してきていると
いう現実である。青少年の対人関係のあり方が変わっ
てきたことについて、いち早く世間に知らしめたの
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は、ＮＨＫ放送文化研究所の世論調査部が 年に実
施した調査結果であると言われている。この調査結果
はもう 年以上前のものであるが、その後の各種の調
査でも同様な結果が報告されている。たとえば、野村
総合研究所（ ）は、青少年の社会に対する意識に
ついて、 年代以降に顕著にみられるようになった
傾向として、「安楽志向」の拡がりということを指摘
している。そして、「安楽志向」の強い人は、次のよ
うな特徴をもっていると述べている。

①責任や苦労を伴うことを避け、なるべく楽に暮らそうと安

直で受動的に考える　　努力や訓練が必要なことはやりた

くないと考えるとともに、楽しいことしかしたくないとい

う意識が強い。

②他人とのかかわり合いを避け、人間関係を利己的に考える

　　自分の考えと違う人とはつきあいたくないと考えてお

り、気の合った人たちとつきあいたいという意識が強い。

また、自分にとってプラスとなる人間とだけつきあいたい

という意識もあり、人間関係を利己的に考えている。

③社会的な活動に対する関心が低い　　社会貢献、地域活

動、選挙への投票などに対する参加意向が弱い。

　上記のような つの特徴を、ここでは仮に①「現在
志向」　　現在における快楽への安住、②「同質志
向」　　異質な他者とのコミュニケーションの忌避、
③「私生活志向」　　公共的な事柄への無関心という
つのキーワードで表しておきたい。以下において
は、上記の つの特徴の内実について、いくつかの調
査結果を紹介しながらみてみよう。

⑴　現在志向
　まず、「現在志向」についてみてみよう。ＮＨＫ放
送文化研究所が、 年に全国の ～ 歳の男女
人を対象に行ったアンケート調査の中に、生活の目標
についての質問項目がある。すなわち、「人によって
生活の目標もいろいろですが、このようにわけると、
あなたの生活目標にいちばん近いのはどれですか」と
いう質問項目に対する回答結果は、次の通りであった
（ＮＨＫ放送文化研究所、 ）。

〈中学生〉

．その日その日を、自由に楽しく過ごす ％

．しっかりと計画をたてて、豊かな生活を築く ％

．身近な人たちと、なごやかな毎日を送る ％

．みんなと力を合わせて、世の中をよくする ％

．その他、わからない ％

〈高校生〉

．その日その日を、自由に楽しく過ごす ％

．しっかりと計画をたてて、豊かな生活を築く ％

．身近な人たちと、なごやかな毎日を送る ％

．みんなと力を合わせて、世の中をよくする ％

．その他、わからない ％

　上記の選択肢の中で、「 」および「 」が現在の
生活を重視する「現在中心」の考え方を反映したもの
であり、一方、「 」および「 」が未来志向の生き
方を反映したものであるという。そうしてみると、中
学生の約 ％、高校生の約 ％が、未来より現在の生
活を自由に楽しくなごやかに送りたいという「現在中
心」の考え方をしているのである。こうした傾向は、
父親に対する調査結果（約 ％）、母親に対する調査
結果（約 ％）と比較してみても、青少年により強く
みられる傾向であることがわかる。また、 年前の調
査と比較してみると、「 」の選択肢が、中学生で約
％、高校生で約 ％増加しており、青少年の間では
「その日その日を、自由に楽しく過ごせればいいや」
といった「現在志向」が以前よりさらに強まってきて
いる傾向がうかがえる。そして、こうした意識が背景
にあるためか、「あなたは早く大人になりたいと思い
ますか。それともそうは思いませんか」という質問項
目に対して、中学生の ％、高校生の ％が「そ
うは思わない」と回答している。こうした調査結果か
らみると、最近の青少年には、「現在への安住」と「自
立の遅れ」という傾向があるといえる。
　また、三浦（ ）は、上記のような青少年の状況
に関して、「下流」という用語を使いながら、次のよ
うに指摘している。

　ここでいう「下流」は、「下層」ではない。「下層」という

と、これはもう本当に食うや食わずの困窮生活をしている人

というイメージがする。（中略）本書が取り扱う「下流」は、

基本的には「中の下」である。食うや食わずとは無縁の生活

をしている。しかしやはり「中流」に比べれば何かが足りな

い。（中略）では「下流」には何が足りないのか。それは意
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欲である。中流であることに対する意欲のない人、そして中

流から降りる人、あるいは落ちる人、それが「下流」だ。

　三浦の言葉を借りれば、最近の青少年には「意欲の
減退」がみられるというのである。近年、社会問題化
しているフリーターやニートの増加という「ポスト青
年期」問題も、上記のような「現在への安住」「自立
の遅れ」に加えて、こうした「意欲の減退」といった
青少年の意識と深く関連しているといってよいであろ
う。

⑵　同質志向
　次に、「同質志向」についてみてみよう。青少年の
人間関係が、議論やむずかしい話、対立しそうな話は
避けて、「みんな仲よくよい子たち」というごく表面
的なものになっていることを初めて統計的データで指
摘したのは、ＮＨＫ放送文化研究所の世論調査部が

年に 歳～ 歳までの男女 人を対象にして
実施した調査であった。その調査結果によれば、次の
ような質問項目に対して「はい」と回答した者の割合
は、以下の通りである（ＮＨＫ世論調査部、 ）。

・相手のプライドも傷つけないし、自分のプライドも傷つけ

られたくない ％

・相手のプライバシーにも深入りしないし、自分も深入りさ

れたくない ％

・自分の考えを押し通さないで、多くの人の意見にあわせ

る ％

・なるべく相手の考え方に反対しないし、自分の考え方に反

対されるのもいやだ ％

・対立しそうな話題は避けるようにしている ％

・人生いかに生きたらよいかなど、難しい話はしないように

している ％

　 年前のこうした青少年の意識は、現在においても
変わっていないのであろうか。同一の調査結果がない
ため、単純に比較することはできないが、ＮＨＫ放送
文化研究所が全国の 歳以上の国民を対象に、 年
から 年ごとに実施してきている「日本人の意識調
査」の結果を見る限りでは、上述したような「異質な
他者とのコミュニケーションを忌避する傾向」は、一
貫して増加し続けているものと推察することができ

る。すなわち、「日本人の意識調査」においては、人
間関係に関する質問項目の回答は、密着した緊密な人
間関係よりも限定的なつきあい方が望ましいとする方
向へと 年間移行し続けてきているからである（ＮＨ
Ｋ放送文化研究所、 ）。また、総務庁が 年か
ら 年にかけて実施した青年意識に関する国際比較調
査の以下のような結果をみても、日本の青年は他国の
青年と比べた時に、人との接し方において消極的な傾
向がみられる（総務庁、 ）。すなわち、「自分とは
違った考えを持っている人とうまくやっていく」「話
し合いの輪の中に、気軽に参加する」「知らない人と
でも、すぐに会話を始める」という質問項目に対して、
「いつでもできる」と回答した割合が、順に ％、

％、 ％で、いずれも カ国中 番目となって
いる。上記のような「異質な他者とのコミュニケー
ションを忌避する傾向」を持っている青少年に対し
て、影山（ ）は “怯える自我” と名付けている。
すなわち、「傷つけられることに対して極度な怯えを
持った自我」であると述べ、こうした自我が「周囲の
者たちの意見とさして変わらない意見を言って、その
場をやり過ごす」という行動をとらせていると指摘し
ている。
　さらに、上述したような異質な他者とのコミュニ
ケーションを忌避しようとする意識に加えて、青少年
が人間そのものから逃避しようとする意識を強めてい
るという指摘もある。たとえば、門脇（ ）は、青
少年が好む場所や空間に共通する特性として、「生き
た生身の人間がいない」ということを指摘している
し、同様に野田（ ）は、写真投影法で都市の中で
生活する子ども達が撮ってきた写真には、「人が写っ
ていない写真の多いのに驚かされる」と述べている。
また、内閣府（ ）の調査によれば、青少年の自由
時間の過ごし方として多いのは、「テレビを見る」
「 、テープ、 などで音楽鑑賞する」「まんがの
本や雑誌を読む」「テレビゲームをする」「パソコンを
利用する」といった家の中で一人で行う過ごし方であ
り、「スポーツをする」「まちを歩く」「子どもやお年
寄りなど世代の異なる人たちとふれあう」といったよ
うな他者との交流を伴う過ごし方は少ない、という結
果がでている。
　このように、最近の青少年には、「異質な他者との
コミュニケーションを忌避する傾向」および「人間を
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避け、孤独を好む傾向」といった特徴でもって表現す
ることのできる同質志向がみられるといってよいであ
ろう。

⑶　私生活志向
　三つ目の「私生活志向」について、いくつかの調査
結果の数字をみてみよう。まず第 に、上述した
年のＮＨＫ放送文化研究所世論調査部のアンケート調
査における「望ましい生き方」に関する質問項目の回
答結果は、次の通りである（ＮＨＫ放送文化研究所、

）。

・社会のことを考える前に、まず自分の生活を大切にする

中学生　 ％　　高校生　 ％

・自分の生活のことよりも、まず社会のことを考える

中学生　 ％　　高校生　 ％

　第 に、内閣府が 年に実施した「青少年の生活
と意識に関する基本調査（第 回調査）」における「人
の暮らし方」に関する質問項目の回答結果は、次の通
りである（内閣府、 ）。

・その日その日を楽しく生きる

～ 歳 ％　　 ～ 歳 ％　　 ～ 歳 ％

・自分の趣味を大切にしていく

～ 歳 ％　　 ～ 歳 ％　　 ～ 歳 ％

・身近な人との愛情を大切にする

～ 歳 ％　　 ～ 歳 ％　　 ～ 歳 ％

・社会や他の人々のためにつくす

～ 歳 ％　　 ～ 歳 ％　　 ～ 歳 ％

　第 に、内閣府が 年に実施した「青少年の社会
的自立に関する意識調査」における「関心事」に関す
る質問項目の回答結果は、次の通りである（内閣府、

）。

・身近な人間関係を大切にしている ％

・社会で問題になっていることに関心がある ％

・地域や社会に役立ちたい ％

　以上の つの調査の質問項目はそれぞれ違っている
が、共通していることは「私生活優先」という点であ

る。すなわち、社会のことより、まず自分自身のこと
を優先して考えるとともに、自分の周りの社会も自分
を取り巻くごく親しい人との間の世界しか視野に入っ
ていないという点である。したがって、自分から社会
に向けて積極的に働きかけていこうとする社会参加意
識は低い。次の調査結果からもそのことがうかがえ
る。たとえば、総理府が 年に ～ 歳の男女
人を対象に行った「青少年の社会参加に関する世論調
査」において、「今後機会があれば社会参加活動に参
加してみたいと思いますか」という質問項目に関し
て、「参加してみたい」が ％に対して、「参加して
みたいとは思わない」が ％と拮抗している。また、
上述した 年の「青少年の生活と意識に関する基本
調査（第 回調査）」において、 ～ 歳までの男女

人を対象に、「あなたは、そうする機会があれば、
家の近くや地域の中で大人たちと一緒に何かやりたい
と思いますか」という質問項目に関しても、「ぜひ一
緒にやりたい（ ％）」「時々ならやりたい（ ％）」
に対して、「あまりやりたいとは思わない（ ％）」
「まったくやりたいとは思わない（ ％）」という
回答結果になっており、やはり積極派と消極派とが拮
抗している状況である。さらに、こうした日本の青少
年の社会参加意識の低さは、外国の青少年と比較して
みるとよくわかる。上述した 年から 年にかけて
行われた青年意識に関する国際比較調査において、
「ボランティア活動に対する興味」について尋ねたと
ころ、「興味はない」と回答した者の割合が、日本の
青少年の場合 ％と、 カ国の中では 番目の高さ
を示している。このように、各種の調査結果をみる限
りでは、青少年の意識の特徴として、「私生活優先」
および「社会参加意識の低さ」というような傾向を
持った私生活志向がみられるといってよい。
　以上のことから、最近の青少年たちは、上述した野
村総合研究所の調査結果が指摘していた「現在志向」
「同質志向」および「私生活志向」の つの特徴を強
く持っているといってよい。すなわち、最近の青少年
の間では、「今、此処の自分さえよければ他人のこと
などどうでもよい」といった自己中心的な価値観が強
まってきているのである。このことは裏返せば、「公
共の精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、そ
の発展に寄与する態度」こそがまさに欠如しているこ
とを意味している。コミュニケーションに関する素養
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の欠如という次元以前の問題といってよいかもしれな
い。

．　地域における大人と青少年の「協働」

⑴　学社連携から学社融合へ
　前節でみてきた通り、最近の青少年の社会に対する
意識に関しては、到底満足できるような状況にはな
い。したがって、「社会を創るための学び」の主体に
なり得るかと言えば、答えはＮＯと言わざるを得ない
だろう。そうした青少年に、「社会を創るための学び」
において重要な役割を果たすコミュニケーションに関
する素養を培うためには、やはり社会を創るために大
人たちが学んでいる生涯学習の現場に実際に触れさせ
ることが有効であろう。すなわち、大人と青少年とが、
地域において共に学び合える活動場面を積極的に作り
出していくことが今、求められている。例えば、
年 月に公表された中央教育審議会答申「次世代を担
う自立した青少年の育成に向けて」において、次のよ
うな指摘がなされたのもそうした動向のひとつの現れ
といってよいであろう。

　次世代を担う青少年が社会の形成に参画する意欲を持つこ

とは、我が国の未来へ希望を託すために重要である。このた

め、社会を構成する我々大人には、青少年に対して特別な配

慮と支援を行い、その健全な成長を期する責務がある。

　こうした動向については、従来から学社連携におけ
る「地域の学校化」の側面において、「青少年の社会
参加」という形で主張されてきている。それが、青少
年の実態との関連で今日改めて捉え直されてきている
といってもよい。その際に、「学社連携」の発展型と
しての「学社融合」という概念の持つ意味に着目する
必要がある。学社融合という概念は、行政の公的な文
書としては、 年に初めて登場したものである。す
なわち国立青年の家・少年の家の在り方に関する調査
研究協力者会議の報告書において、「これからの生涯
学習社会においては、学校と学校外の教育がそれぞれ
の役割を分担した上での連携を図っていくというだけ
ではなく、それ以上に相互がオーバーラップしつつ、
融合した形で行われていくことが必要」であると指摘
された。そして、翌年の生涯学習審議会答申「地域に

おける生涯学習機会の充実方策について」では、「こ
の学社融合は、学校教育と社会教育がそれぞれの役割
分担を前提とした上で、そこから一歩進んで、学習の
場や活動など両者の要素を部分的に重ね合わせなが
ら、一体となって子供たちの教育に取り組んでいこう
という考え方であり、学社連携の最も進んだ形態と見
ることもできる」とまとめられた。こうした指摘を受
けながら、山本（ ）は学社融合の概念について、
「学校教育と社会教育の融合を略した用語で、学校教
育と社会教育がその一部を共有したり、両者共有の教
育活動を作り出すこと」と定義している。そして、学
社融合の代表的な類型を次のように つにまとめてい
る（山本、 ）。

①　学校教育と社会教育の重なるところに新しい教育活動を

作り、それを学校教育が学校教育の一部に取り込み、社会

教育もそれを社会教育の一部に取り込むこと

②　学校教育と社会教育の既存の教育活動の一部を取り出し

て、それらを組み合わせた教育活動を作りだし、それを学

校教育でもあり、社会教育でもあるとすること

③　現在の学校教育あるいは社会教育として行われている活

動を、そのまま両者共有の活動としてしまうこと

　さらに、田中（ ）は、上記のような類型によっ
て作り出される学社融合と従来の学社連携との違いに
ついて、次のように述べている。

　従来の学社連携は「それぞれの教育の独自性の発揮と相互

補完の関係」にポイントの置かれる傾向が強く、そのため両

者の境界と明確な役割分担が前提とされやすかった。そのよ

うな考え方の下では、あくまでも独立した別個の教育同士が

協力し合うという範囲を出られない。これに対し、学校教育

と社会教育の重なる部分（融合部分）に新たな活動をつくろ

うという視点から生まれたのが「学社融合」という概念であ

る。

　以上のような指摘からもわかるように、「学社融合」
という概念が従来の「学社連携」という概念と異なる
点は、地域において大人と青少年とが共に学び合える
新たな学習活動を作り出そうと試みているということ
である。換言すれば、この同じ場所で学習活動が行わ
れるという「教育における共地性」にこそ学社融合の
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特色があるといってよい。こうした意味から言えば、
たとえば、学校教育の一環として、ある地域の人材ひ
とりがゲストティチャーとして青少年の前で話をする
というような活動は、学社連携とは言えても、学社融
合とは言えない。同様に、学校教育の一環として、青
少年が地域内のある関係者のところに出かけて行っ
て、観察や聞き取りといった調査をおこなうという活
動も、学社連携とは言えても、学社融合とは言えない。
このように、大人と青少年とが同じ場所で学びを共有
しているような学習活動が構想されているかどうか
で、学社融合といえるかどうかが決まるのである。

⑵　学社融合から協働教育へ
　最近、教育分野においても「協働」という概念が注
目されてきている。この「協働」という概念は、もと
もとは政治学において、市民参加型の政治を目指し
て、行政と市民との関係を再構築するという文脈の中
で主張されてきたものである。江藤（ ）は、こう
した協働という概念には、①パートナーシップ
（ ）としての協働、②コラボレーション
（ ）としての協働、③コプロダクショ
ン（ ）としての協働という つの側面
が含まれていると述べている。そして、そうした つ
の側面の中でも 番目のコプロダクションとしての側
面の重要性を指摘している。すなわち、協働という概
念については、主体間の関係だけに限定せず、主体そ
れぞれよりもそれらが関係をもつことによって、「新
たな何かを生産する」という視点を含めて理解するこ
とが重要であると指摘している。
　こうした協働という概念を教育の分野に適用し、学
校と地域社会との新たな関係づくりを模索しようとす
る試みの中で最近提唱されているのが、「協働教育」
という概念である。この「協働教育」については、「学
校と家庭・地域が目標を共有化し、その達成をはかる
ために、協働体系の中で各主体が対等な関係性と明確
な役割分担を前提としながら相互に物的・人的・社会
的システムを活用していく活動」（佐藤、 ）や「異
なる立場の学校と地域社会が、互いの自立性や特性を
尊重しつつ、それを生かしながら対等な協調・協力関
係を基盤に、心と力をあわせ子どもの生きる力を育
み、健全育成を推進するという社会サービスを生産
し、その質を高めていく具体的な活動や取り組み」（廣

瀬、 ）といった定義がなされている。しかし、提
唱されてまだ日が浅いこともあって、概念としては確
定しきっていない面も強く、従来の学社連携や学社融
合との関係性についても論者によって捉え方に違いが
みられる。しかし、筆者はそうした中で、上述した江
藤（ ）が指摘する協働のコプロダクションの側面
の重要性に着目し、現代社会が直面している様々な課
題の解決に向けて、大人と青少年とが共通の目標を共
有しながら、新たな何かを共に創造するという側面、
すなわち「教育における課題解決性」に注目すべきで
はないかと考えている。
　こうした協働教育における課題解決性に関しては、
たとえば次のような指摘がみられる。大橋（ ）は、
協働が成立するための条件として、協働するすべての
人々やあらゆる組織同士の間での「共通感覚」の重要
性に触れ、その「共通感覚」は、協働が展開する際の
問題意識でもあれば、目標でもあると述べている。ま
た、池田（ ）は、「かつては地域が問題処理や問
題解決の単位となっていました。しかし、いつの頃か
らか、生産や政治活動だけでなく環境や教育や福祉
も、『人まかせ』あるいは制度依存の体質が日本社会
全般に染みわたって」しまった傾向を、「教育にかか
わる活動を通して変えていこうとする運動」すなわち
「自助と協働の文化を地域において再構築するための
運動」として、協働教育の意義をとらえている。
　以上のような指摘からもわかるように、「協働教育」
という概念が「学社融合」という概念と異なる点は、
大人と青少年とが共通の目標を共有しながら、新たな
何かを共に創造するための学習活動を構想しようと試
みている点にあると考えたい。換言すれば、「社会を
創るための学び」において、現代社会が直面している
様々な課題の解決に向けて、大人と青少年とが共通の
目標を共有しながら、新たな何かを共に創造するとい
う「教育における課題解決性」にこそ協働教育の特色
があると考えたい。こうした意味で言えば、「教育に
おける共地性」および「教育における課題解決性」と
いうこの つの側面を併せ持っていることが「協働教
育」の必須条件といえる。したがって、たとえば、小
学生たちと高齢者たちとが同一の場所で、昔の遊びを
再現しながら交流を深めるという活動は、学社融合と
は言えても、「教育における課題解決性」を有してい
ないために、協働教育とは言えないことになる。それ
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に対して、中学生たちが高齢者たちと同一の場所で、
災害発生時の独居老人の救援策について意見を交換し
合うという活動は、この災害発生時の独居老人の救援
という課題が、その地域社会において両者に共通の目
標として共有されていれば、「教育における課題解決
性」を有していることになり、防災教育におけるひと
つの協働教育の例といえる。
　以上のように、「協働教育」とは、大人と青少年と
が共に学び合いながら、現代社会が直面している様々
な課題を解決していくといった学びのあり方である、
と定義できる。具体的には、生涯学習における社会参
加活動と、学校教育における社会参加学習との「協働」
という形態をとることになる。そして、最近のこうし
た「協働教育」提唱の動向についてまとめてみると、
佐藤（ ）の言葉を借りるならば、「学校と地域は
ともに手を携えながら子どもの学びをつくり、同時に
おとなの生涯にわたる学びもつくっていくべきだとい
う認識」がみられるようになってきたのであり、「こ
れからは、学校だけが子どもの学びをつくるのではな
く、また地域だけがおとなの学びをつくるのでもな
く、両者はともに子どもとおとなの学びをつくるこ
と」が求められているのだといえよう。

．宮城県内における協働教育の実践例

⑴　名取市立閖上中学校における環境教育
　宮城県内における協働教育の実践例として、まず、
名取市立閖上中学校における環境教育について取り上
げてみたい。
　閖上中学校における環境教育の取り組みは、
（平成 ）年度に自然環境功労者（保全活動部門）と
して環境大臣表彰を受賞した。受賞の理由は、「海岸
の清掃活動を永年にわたり実施するとともに、県の絶
滅危惧種ハマボウフウの保護と増殖に向けた調査・保
全、海岸松林再生のため、学校と協働した植林など地
域の環境整備に貢献」したことである。このように受
賞理由のひとつとして、学校と地域との協働事業の下
で、地域の環境整備に貢献している点が上げられてい
た。閖上中学校において閖上海岸の清掃活動が学校行
事のひとつとして始まったのは、 年以上前の
（昭和 ）年度からであるが、地域との関わり方に関
して大きな転機を迎えることになったのは、 （平

成 ）年度のことである。すなわち、この年度から、
行政・学校・地域の協働事業として「環境学習林創造
モデル事業」がスタートし、閖上中学校が従来から
行ってきた海岸清掃活動も形を変えながら、この事業
の一環に組み込まれることとなったからである。
　「環境学習林創造モデル事業」は、地域の自然環境
保護団体である「名取ハマボウフウの会」が、 度の
山火事で荒れ野原となっていた閖上海岸の松林の再生
を宮城県仙台地方振興事務所林業振興部に働きかけた
ことがきっかけとなって、平成 ・ 年度の 年間に
わたる県の事業予算が組まれ、海岸林再生に向けた官
民協働のモデル事業として始まったものである。この
松林の再生活動は、愛称募集によって地域の小学生
が、再生を図っている松林一帯を “ゆりりん” と名付
けたことにちなんで、通称 “ゆりりん活動” とも呼ば
れている。この事業の目的は、「環境学習の一環とし
て、学校と地域、森林・林業関係者が連携して、消失
した森林（保安林）を復旧することを通じ、環境保全
や森林の整備を地域社会全体で支える意識の醸成を図
る」こととされた。この目的からもわかるように、こ
の事業の特色として、ひとつには、学校と地域と行政
との協働が意図されていること、もうひとつが環境保
全の活動を行うだけでなく、そうした活動を通して地
域住民の環境意識を高めることが意図されていること
を上げることができる。
　まず、一つ目の特色である学校と地域と行政との協
働については、このモデル事業の運営会議に参加した
機関・団体をまとめてみると、次のようになってい
る。
〈学校関係〉
　・閖上小学校および同校ＰＴＡ
　・下増田小学校および同校ＰＴＡ
　・閖上中学校および同校ＰＴＡ
　・宮城県農業高等学校
〈地域関係〉
　・名取ハマボウフウの会
　・ゆりあげ港朝市協同組合
　・おやじの会
　・閖上地区町内会連絡協議会
　・ＮＰＯ法人海岸保安林環境整備
〈行政関係〉
　・宮城県仙台地方振興事務所
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　・宮城県林業試験場
　・宮城県教育委員会仙台教育事務所
　・名取市生活経済部農政課
　・名取市教育委員会学校教育課
　次に、二つ目の特色である環境保全活動と環境教育
との結合については、そのことがモデル事業の活動内
容にも反映されている。すなわち、事業内容が、保安
林の整備に関する事業と環境学習に関する事業との
つの柱から構成されていたのである。参考までに、こ
の つの事業内容ごとに 年間の活動内容の概要につ
いてまとめてみると、次の通りである。
〈保安林の整備に関する事業〉
　・植林準備および植林活動………延べ 回
　・下草刈り等の森林整備活動………延べ 回
〈環境学習に関する事業〉
　・小・中学生を対象にした「もりの教室」の開催

………延べ 回
　・地域住民を対象にした「もりの教室」および講演

会の開催………延べ 回
　・環境美化活動………延べ 回
　上記のような諸活動の中で、閖上中学校の学校教育
活動（学校行事）と地域・行政の地域活動とが協働と
いう形態で実施されたのは、環境美化活動の 回分で
ある。すなわち、平成 年 月 日には、地域住民と
いっしょに 年生が保安林の植林活動に、 ・ 年生
が海岸清掃活動に参加している（延べ参加人数
人）。また、翌平成 年 月 日にも、同様に地域住
民といっしょに ・ 年生が森林整備活動に、 年生
が海岸清掃活動に参加している（延べ参加人数
人）。尚、閖上中学校の生徒は、上記の 回分の活動
以外についても、生徒会活動の一環として位置づけら
れている地域ぐるみのボランティア活動として、自主
的に随時参加している。
　上記のモデル事業は、平成 年度で県予算の事業と
しては一応終了したが、翌平成 年度には、この事業
を継承していくために、新たに「ゆりりん愛護会」と
いう組織が結成され、この会が運営主体となって活動
を継続して行っている。活動内容および参加している
機関・団体については、基本的に平成 年度までのモ
デル事業が継承されている。したがって、閖上中学校
が中心になって年 回実施してきた環境美化活動の協
働活動についても、平成 年度以降も継続して実施さ

れている。協働の組織面でいえば、学校と地域との協
働にウエイトが移され、行政機関は正会員ではなく、
協力会員という位置づけになったことが変更点であ
る。ただし、行政関係としては、宮城県林業振興協会
および海上保安庁塩釜海上保安部の新たな協力が得ら
れ、活動の充実がみられる。また、従来からの参加団
体に加え、閖上青少年健全育成会連合会、閖上老人ク
ラブ連合会、閖上婦人会、ＮＰＯ松林守り隊などが新
たに参加するとともに、地域の企業からの参加・協賛
も得て、活動の輪に拡がりと厚みが生まれているのが
現状である。
　最後に、こうした協働教育の成果について触れてお
きたい。地域の人々との協働を通して、閖上中学校の
生徒が何を獲得し、いかに成長したのかについては、
詳細な資料がないため、残念ながら確定的なことを言
うことは難しい。しかし、そのことを推察する意味で、
閖上中学校が平成 ・ 年度の環境美化活動の後に生
徒を対象に実施したアンケート調査の結果の一部を以
下に簡単に紹介しておきたい。「他の行事で、植林活
動があったらまた参加したいですか」（平成 年度）
「来年も今回の活動をやってみたいですか」（平成
年度）という質問項目については、「是非やってみた
い」と「やってみたい」を合わせた回答が、いずれの
年度も 割を超えている。また、活動して勉強になっ
た理由（平成 年度）として、「いろんな人から、い
ろいろな話が聞けたから」や「今まで、木について知
らなかったことを教えてもらったから」といったよう
な、地域の人々との関わりを前向きに受け止めている
記述がみられる。さらに、活動の感想について自由に
記述する欄には、「植えた木が大きくなって、みんな
の役に立ってほしい」「将来の役に立つことなので、
頑張りがいがあった」「自分達の町に大切なものを、
自分達で植えることができてよかった」（以上平成
年度）「自分たちの町だからやんなきゃと思った」（平
成 年度）といったような、地域の課題解決に関わる
ことができたことに対する充実感に触れている記述も
みられる。以上のようなアンケート結果からみる限
り、協働教育の特色である「教育における共地性」お
よび「教育における課題解決性」のいずれにおいても、
一定程度の成果を上げたことが推察できるのではない
だろうか。
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⑵　仙台市立太白小学校における起業教育
　宮城県内における協働教育の実践例の二つ目とし
て、仙台市立太白小学校における起業教育について取
り上げてみたい。
　太白小学校における起業教育の取り組みは、それま
でに仙台市内の小学校などを中心として実践されてい
た起業教育「東北モデル」を継承・発展させる形で、

（平成 ）年度から実践が始まり、現在も継続さ
れている。太白小学校では、 学年および 学年での
総合的な学習の時間の一部を使い、年間 ～ 時間く
らいの時数を充てて起業教育を実践している。 学年
での活動と翌年度の 学年での活動との間で、同様な
内容を発展的に積み重ねていくように設計されている
ため、児童にとっては 年間をひとつのサイクルとし
た連続的な学習になっている。こうした太白小学校に
おける起業教育の取り組みについて検討する前に、ま
ず、「東北モデル」と呼ばれている起業教育の特色に
ついて、簡単に触れておきたい。
　わが国で起業教育が広まるきっかけのひとつになっ
たものとして、通商産業省（当時）の中に設けられた
アントレプレナー教育研究会が 年 月にまとめた
報告書があるといわれている。この報告書を受け、東
北経済産業局が （平成 ）年度よりアントレプレ
ナー教育普及事業を開始し、その後、 （平成 ）
年度に東北経済産業局が中心となって、「アントレプ
レナーシップ教育プログラムの普及に関する東北的モ
デル検討調査」を実施した。そして、 年 月にま
とめられた報告書において、仙台市立柳生小学校で取
り組まれた起業教育実践をベースにして構築されたも
のが起業教育「東北モデル」と呼ばれているものであ
る。この起業教育「東北モデル」の特色としては、次
の 点を上げることができる（ＵＦＪ総合研究所、

）。 点目は、「起業家教育」ではなく、敢えて「起
業教育」という用語を使用していることである。なぜ
なら、「『音楽家教育』が “音楽家を育てる教育” を意
味し、『音楽教育』は必ずしもそうではないように、『起
業家教育』も、教育現場や家庭において、ややもする
と “起業家を養成する教育” と誤解されがちである」
ことから、意図的に「起業教育」という用語を使用し
ているのである。換言すれば、起業教育を通して育成
しようとしている「起業家精神」と「起業家的資質・
能力」は、「決して起業家やベンチャー企業の経営者

等だけに必要な特殊なもの」ではなく、既成の概念に
とらわれない新しい物の見方や考え方ができる創造力
や判断力、人を説得し周りを巻き込んでいくコミュニ
ケーション力、そして新しいアイディアを実行するた
めに必要なチャレンジ精神や決断力など、変化の激し
い時代を主体的に生きていく誰にとっても必要なもの
としてとらえられている。特色の 点目は、地域理解
と郷土愛の育成を基にした地域づくり、まちづくりの
視点を重視していることである。すなわち、「東北地
域に生きる一員として地域理解と郷土愛を有し、東北
地域において東北地域の将来を担う人材を育てること
を目的」とした教育をめざしているため、地域づくり
やまちづくりをテーマ設定の中に入れて教育が展開さ
れることになるのである。
　では次に、こうした起業教育「東北モデル」を継承・
発展させる形で取り組まれている、太白小学校におけ
る起業教育の特色についてみてみたい。太白小学校に
おける起業教育の特色は、「地域の課題に実際に取り
組みながら学ぶ地域社会参加型の学習」であるという
点にある。こうした特色について、起業教育「東北モ
デル」推進の中心的人物の一人であり、柳生小学校お
よび太白小学校の校長を歴任した渡邊（ ）は、「ま
ちの将来を考えながら、まちの活性化をねらい、『ま
ちを調べ、元気なまちを創ろう』をテーマに掲げて取
り組んできた起業教育」という言葉で表現している。
こうした特色が最も典型的に現れているのが、太白小
学校が独自に開発・実践した「社会起業モデル」と呼
ばれる新しいタイプの起業教育実践である。渡邊
（ ）は、起業教育のタイプを①ネットワーク活用
モデル（バーチャル・カンパニー）②ビジネスモデル
（子ども会社）③社会起業モデル（子どもＮＰＯ）④
民間のプログラム（キッズマート、トレーディング
ゲーム等）の つに類型化している。その中で、「社
会起業モデル」について、ソーシャル・アントレプレ
ナーシップにヒントを得た「社会起業をモデルにした
起業教育」であり、社会貢献を主目的に、まちづくり
や福祉・環境等の問題に、子どもも実際に社会参加し
て取り組むタイプの起業教育であると説明している。
そして、社会起業モデルと呼ばれる新しいタイプの起
業教育の基本的な学習の流れは、次のように構想され
ている。
　①ＮＰＯづくり：学習テーマに沿って、子どもＮＰ
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Ｏを想定した組織をつくり、活動
の目的を決める。

　②事業計画：地域調査をし、地域の良さや課題、地
域の人々の考えなどを調べる。その
後、地域に対して自分たちができる課
題解決の方法を練り、事業計画を作成
する。その際に、自分たちの事業計画
をプレゼンテーションし、地域のため
になる考えを出し合う。

　③事業の実施：目的意識をもって、自分たちで考え
たプロジェクトごとに、地域や社会
に実際に働き掛け、実践する。

　④事業報告：地域や社会の方を招いて活動報告会を
し、事業の振り返りをする。

　上記のような社会起業モデルと呼ばれる新しいタイ
プの起業教育の特色は、起業教育を設計していく際の
研究の視点にも現れている。すなわち、研究の視点
では、地域や社会の課題との関連を持った単元を開発
するとともに、授業実践においても実社会とかかわる
ことの重要性が指摘されている。また、研究の視点
では、地域や社会に実際に働き掛ける活動をしている
人々との出会いと連携・協働を大切にすることによっ
て、支援ネットワークの構築がめざされている。こう
した つの研究の視点は、前述した協働教育の つの
特色、すなわち「教育における課題解決性」および「教
育における共地性」と重なる部分が大きいといえる。
このことは、起業教育がそもそも「先例のない成熟し
た社会に必要な教育として取り組みが開始され、さら
に、豊かな文化・新しい産業を生みだす学び、活力の
ある社会を創出する学び」（渡邊、 ）という社会
の創造という視点に立った教育だということと関係し
ているといってもよいだろう。
　太白小学校では、上述したように、 学年および
学年での総合的な学習の時間の一部を使い起業教育を
実践してきているが、社会起業モデルとビジネスモデ
ルの実践を並行させながら、 学年と 学年とで交互
に隔年でおこなっている。そこで、以下では、社会起
業モデルに初めて取り組んだ平成 年度における 学
年での起業教育実践に焦点を当てながら、「教育にお
ける課題解決性」および「教育における共地性」の視
点がどのように組み込まれているのかについてみてみ
たい。総時数 時間の流れは、大きく次の つの学習

段階で構成されている。
　〈第 段階：地域を知る学習段階〉
　〈第 段階：地域への思いをつなぐ学習段階〉
　〈第 段階：地域の良さを発信する学習段階〉
　〈第 段階：学習を振り返る学習段階〉
　第 段階では、児童に地域のフィールドワークをさ
せ、その過程で、地域でそれぞれの思いを持って活動
している様々な人々との出会いが設計されている。ま
た、第 段階では、そうした人々との出会いを基にし
ながら、地域の抱える課題について考えさせる学習が
行われている。そして、第 段階では、地域や社会に
働き掛けることをめざして、「太白子ども応援団」と
名づけた子どもＮＰＯを結成させ、地域のために自分
達ができることをプロジェクトとして具体的に考えさ
せている。尚、その際には、ＮＰＯ関係者をゲストティ
チャーとして招き、ＮＰＯについての説明を聞くとと
もに、太白山自然観察の森を応援するプロジェクトに
取り組む際にも、地域の人々に直接働き掛けるための
様々な活動に取り組ませている。このように、この実
践は、少子高齢化が急速に進み人口が減少していると
いう地域の課題を視野に入れつつ、地域の資源をいか
した地域の活性化のアイディアづくりを行っていると
いう点では、まさに「教育における課題解決性」の視
点が有効に取り入れられているといえる。しかし、そ
の一方で、「教育における共地性」の視点については、
まだまだ改善の余地のある実践だと思われる。すなわ
ち、地域の様々な人々との双方向での関わりは考慮さ
れているが、その関わり方が「聞き取り」や「講話」
などが中心であり、地域でそれぞれの思いを持って実
際に活動している人々といっしょになって、地域の活
性化に向けて共通の目標を共有しながら、アイディア
を共に創造し合うといったような関わり方をもっと積
極的に取り入れていくべきではないだろうか。

結び

　本稿では、シティズンシップ・エデュケーションに
おける「協働教育」の意義と可能性について考察して
きた。その考察を通して明らかになったことは、次の
三点である。
　まず第一は、生涯学習をめぐる近年の新しい動向の
ひとつとして、「社会を創るための学び」という視点
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が強調されてきているとともに、そうした学びを実現
していく際に、「コミュニケーションに関する素養」
の役割が注目されていることである。第二は、上記の
動向とは相反し、最近の青少年の間では、社会や他者
に対する無関心の傾向が強くみられるということであ
る。すなわち、青少年の間では、「今、此処の自分さ
えよければ他人のことなどどうでもよい」といった自
己中心的な価値観が強まってきているということであ
る。第三は、近年注目されてきている「協働教育」と
いう概念の特色が、「教育における共地性」および「教
育における課題解決性」という つの側面を併せ持っ
ている点にあることである。そして、以上の 点を総
合してみると、今後、青少年を「社会を創るための学
び」の主体へと育てていく際に、大人と青少年とが共
に学び合いながら、現代社会が直面している様々な課
題を解決していくといった学びのあり方としての協働
教育が有効性を持ってくるといえる。シティズンシッ
プ・エデュケーションという視点から見たとき、「協
働」という概念が 世紀の新しい教育を拓く鍵概念の
ひとつである（佐藤、 ）という指摘は当を得てい
るのではないだろうか。
　最後に、残された課題について記しておきたい。ひ
とつは、「協働教育」の概念についてさらに精緻化を
試み、その意義と可能性について考察していくことで
ある。そのためには、協働教育の実践例をもっと数多
く収集・検討していく必要がある。このことがもうひ
とつの残された課題である。この二点については、稿
を改めて検討していきたい。
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